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 何らかの規範を作成できたとして、次に問題になるのはそれをどのようにして適用・

執行するかである。様々な国際機構が様々な形態での活動を行っているが、以下、主要

なパターンを示し、その代表例を挙げる。 
 
１．国家の行動の国際機構による監視 

 世界保健機関（WHO）の目的は WHO 憲章 1 条に、その実現のために果たす機能は 2
条に、それぞれ書かれている。WHO の機関はリンク先のとおり。 
 2014 年のエボラ出血熱の蔓延に対応するため、International Health Regulations (IHR) 
Emergency Committee が開催された（IHR の根拠規定は WHO 憲章 21 条(a)・22 条、

Emergency Committee の根拠規定は IHR の 48 条・49 条である）。そして、WHO の Director-
General は、西アフリカにおけるエボラ拡大を Public Health Emergency of International 
Concern (PHEIC) と 宣 言 し 、 Emergency Committee 声 明 の 内 容 を Temporary 
Recommendations とした（上記 Emergency Committee 声明ページの末尾。この根拠規定

は IHR 12 条・15 条。関連の temporary recommendations（Emergency Committee の声明）

のリストも参照）。ここまでは、WHO による規範制定の例である。では、このようにし

て定められた規範はどのように履行されるか。 
 エボラ対策はもちろん各国国内でなされるため、実際に対策を行うのは国家である。

したがって、WHO は、上記の通り定めた規則が国家により適切に履行されているかど

うかを監視する。IHR の履行監視がどのようになされるかは、IHR 54 条に記されてい

る。このような国際機構による監視には、どのような効果があると考えられるか。 
 カナダは、エボラ対策の一環として査証発給停止を行った。これは、temporary 
recommendations と整合的だろうか。 
 
２．国際機構自身による行動 

 国家による行動を監視するにとどまらず、国際機構が自ら行動する場合もある。エボ

ラ出血熱の蔓延に際して、安保理は決議 2177 (2014)を採択した。安保理が感染症に関す

る決議を採択したのはなぜだろうか 1。前文では “the Ebola outbreak in Africa constitutes 
a threat to international peace and security”とされている（参照、国連憲章 39 条）2。これは、

何を意味するだろうか。 
 さらに、国連総会は決議 69/1 を採択し、これにより United Nations Mission for Ebola 
Emergency Response (UNMEER)が設立された。UNMEER は何をするための機関か。上記

 
1 安全保障理事会は、AIDS に関する決議 1308 (2000)を採択したことがあるが、そこでは AIDS
が「平和に対する脅威」を構成するとまでは述べられていない。 

2 安全保障理事会による強制措置については、国際法第二部で学んでいる。理解が足りないと

自覚する受講生は、酒井啓亘ほか『国際法』（有斐閣、2011 年）第 5 編第 3 章を読んでおくこ

と。 

http://www.who.int/about/who-we-are/en/
http://www.who.int/about/mission/en/
http://www.who.int/governance/en/
http://www.who.int/mediacentre/news/statements/2014/ebola-20140808/en/
http://www.who.int/mediacentre/news/statements/2014/ebola-20140808/en/
http://www.who.int/ihr/publications/9789241596664/en/
http://www.who.int/ihr/ihr_ec_ebola/en/
http://www.who.int/ihr/ihr_ec_ebola/en/
http://www.who.int/ihr/procedures/monitoring/en/
http://www.gazette.gc.ca/rp-pr/p1/2014/2014-10-31-x8/html/extra8-eng.php
https://undocs.org/S/RES/2177%20(2014)
http://www.un.org/en/charter-united-nations/
http://research.un.org/en/docs/ga/quick/regular/69
http://ebolaresponse.un.org/un-mission-ebola-emergency-response-unmeer
http://ebolaresponse.un.org/un-mission-ebola-emergency-response-unmeer
https://undocs.org/S/RES/1308(2000)
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ウェブサイトや、総会決議 69/1 のパラ 1 に引用されている文書 A/69/389 の 2 ページ目

（“At the operational level”の段落）から 4 ページ目を見て考えてくる。 
 安保理決議 2177 (2014)も、総会決議 69/1 も、それぞれの前文で “the central role of the 
World Health Organization”に言及している。なぜこのような言及があるのだろうか。WHO
が the central role を果たすのであれば、安保理や総会はどのような役割を果たすのだろ

うか。 
 
３．国際司法裁判所の利用――勧告的意見 

 国連憲章 96 条 1 項によれば、総会および安保理は“any legal question”について勧告的

意見 3を要請することができる（国際司法裁判所規程 65 条以下も参照）。同条 2 項によれ

ば、専門機関は、“legal questions arising within the scope of their activities”について要請で

きる。WHO による核兵器使用の違法性に関する意見要請が拒否されたのがこの条件の

故であることは既に見た。 
 これら国際機構は勧告的意見を様々な形で利用している。基本的には当該機構の権限

の範囲を明確化するために勧告的意見が要請される（例、国連損害賠償勧告的意見（1949

年））が、加盟国間に当該国際機構の権限の範囲について見解の対立が生じているからこ

そ勧告的意見が求められるのであって（国連経費勧告的意見（1962 年）、核兵器使用の違法

性（WHO 要請）勧告的意見（1996 年））、その場合、勧告的意見は国家間紛争処理手続とし

ての色彩をも帯びることとなる。 
 この他、国際機構は規範内容の明確化のために勧告的意見手続を用いることがある。

たとえば、核兵器使用の合法性（総会要請）勧告的意見（1996 年）における総会の質問内

容は、“Is the threat or use of nuclear weapons in any circumstances permitted under international 
law?”であった 4。 
 また、具体的事案における法適用のために勧告的意見が求められることもある。パレ

スティナの「壁」勧告的意見（2004 年）では、イスラエルによるパレスティナ占領地に

おける「壁」の構築について、総会は以下のような質問を行っている。 
What are the legal consequences arising from the construction of the wall being built by 
Israel, the occupying Power, in the Occupied Palestinian Territory, including in and 
around East Jerusalem, as described in the report of the Secretary-General, considering 
the rules and principles of international law, including the Fourth Geneva Convention 
of 1949, and relevant Security Council and General Assembly resolutions? 

それに対する裁判所の回答内容の主要部分は、 
Israel is under an obligation to terminate its breaches of international law; it is under an 

 
3 勧告的意見については、国際法第二部で学んでいる。参照、酒井啓亘ほか『国際法』（有斐

閣、2011 年）第 4 編第 4 章第 1 節 3(4)。 

4 裁判所による回答は国際法第二部の範囲である。シラバスに示した判例集を参照のこと。 

http://undocs.org/A/69/389
http://www.icj-cij.org/en/statute
http://www.icj-cij.org/en/case/95/advisory-opinions
http://www.icj-cij.org/en/case/131/advisory-opinions
http://www.icj-cij.org/en/case/131/advisory-opinions
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obligation to cease forthwith the works of construction of the wall being built in the 
Occupied Palestinian Territory, including in and around East Jerusalem, [and] to 
dismantle forthwith the structure therein situated […].（意見パラ 163B） 

であった 5。この問題は、言うまでもなく実質的にはイスラエルとパレスティナとの間

の紛争である。しかし、パレスティナは国連加盟国ではなく、ICJ を利用できない（ICJ

規程 35 条 1 項、国連憲章 93 条 1 項）。また、そもそも「国」かどうかについて争いが残っ

ている（日本の立場）ため、国連非加盟「国」に認められている例外的な ICJ の利用可能

性（ICJ 規程 35 条 2 項。34 条 1 項も参照）もパレスティナには認められそうにない 6。い

ずれにせよ、イスラエルは ICJ の強制管轄権（国際司法裁判所規程 36 条 2 項）を受諾して

いない（受諾国一覧に載っていない）。したがって ICJ における国家間訴訟は不可能である

ため、勧告的意見手続が利用されたのである。 
 ICJ 以外では、国際海洋法裁判所(ITLOS)7が勧告的意見を発する権限を有している。

国連海洋法条約 191 条は、国際海底機構 8の総会または理事会が、ITLOS の海底裁判部

に勧告的意見を要請することができると定める。この規定に基づく勧告的意見の要請が

2010 年になされ、海底裁判部は 2011 年に勧告的意見を出している。そこでの質問内容

は、国連海洋法条約 153 条 2 項にいう保証国(sponsoring State)の義務と責任との範囲は

いかなるものか、というものであり、裁判部は詳細な回答を与えている（意見パラ 242）。

この講義ではその内容には立ち入らないが、条約上不明確な問題について具体的な解釈

を示すことがその役割であることが判る 9。 
 
４. 制裁 

 制裁を「既になされた違法行為に対する非難という意味を込めながら、一定の価値・

 
5 本件についての詳細は、日本語判例集のほか、濵本正太郎「パレスティナの『壁』事件――

国際司法裁判所勧告的意見、2004 年 7 月 9 日――」神戸法学年報 20 号（2004 年）103 頁。 

6 国際法第一部・第二部で扱われるべき問題であるため深入りはしないが、この点で最近注目

すべき動きがある。濵本サイトの国際法ニュース 2018 年 9 月 28 日の記事を参照されたい。 

7 ICJ は国連の主要機関である（憲章 7 条）が、ITLOS は独立した国際機構である。ITLOS は

国連海洋法条約と不可分の一体である（同条約 318 条）附属書 VI により設置されている（同

附属書 1 条 1 項）。同附属書は ITLOS の法的地位について明確なことを定めていないが、国連

海洋法条約当事国により採択された国際海洋法裁判所の特権免除に関する条約の前文は、“the 
Tribunal should enjoy such legal capacity, privileges and immunities as are necessary for the exercise of 
its functions”としている。 

8 これが国際機構であることは、国連海洋法条約 176 条から明らかである。 

9 法的根拠はやや異なるが、2015 年に出された IUU 漁業（違法な、規制されていない、あるい

は通告されていない（したがって当局が了知していない）漁業）に関する勧告的意見も、同趣

旨の意見である。この 2015 年の勧告的意見については、兼原敦子「国際海洋法裁判所の大法廷

が勧告的件を出す管轄権」Ocean Newsletter 381 号（2016 年）。 

http://www.un.org/en/member-states/index.html
http://www.hamamoto.law.kyoto-u.ac.jp/news2016.html#160314
http://www.hamamoto.law.kyoto-u.ac.jp/news2016.html#160314
http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000040724.pdf
http://www.icj-cij.org/jurisdiction/index.php?p1=5&p2=1&p3=3
https://www.itlos.org/
http://www.un.org/Depts/los/convention_agreements/texts/unclos/closindx.htm
https://www.isa.org.jm/
https://www.itlos.org/en/the-tribunal/chambers/
https://www.itlos.org/en/the-tribunal/chambers/
https://www.itlos.org/affaires/role-des-affaires/affaire-no-17/
http://www.hamamoto.law.kyoto-u.ac.jp/news2018.html#180928
http://www.un.org/Depts/los/convention_agreements/texts/unclos/annex6.htm
https://www.itlos.org/fileadmin/itlos/documents/basic_texts/agr_priv_imm_en.pdf
https://www.itlos.org/affaires/role-des-affaires/affaire-no-21/
https://www.spf.org/opri-j/projects/information/newsletter/backnumber/2016/381_1.html
https://www.spf.org/opri-j/projects/information/newsletter/backnumber/2016/381_1.html


京都大学法学部 2019 年度後期 国際機構法（濵本） 
第 2 部 6. 政策の策定と実施（３）――規範内容実現 

4 
 

利益を剥奪し、一定の反価値・不利益を付加すること」10と理解するならば、ILO の例

で見たように、条約ないし勧告に反する行為をとったと判断された国について、当該行

為やそれに対する評価を詳細に行って公表すること(“Name and shame”)もそこに含まれ

る。もちろん、WTO の例で見たように、裁判的手続で条約違反の認定を受けるのも制

裁の例であるし、IMF/世銀の例で見たように、コンディショナリティ違反の場合の融資

の撤回ないし不供与もそうである。ここでは、それ以外の主要な 2 つの例を検討する。 
 
 4-1. 除名・資格停止 

 少なからぬ国際機構設立文書が、加盟国が当該国際機構の活動に関する規範に違反す

る場合の除名ないし資格停止を定めている。どのような場合に除名ないし資格停止がな

されるか、資格停止の場合はどのような資格が停止されるのかは、それぞれの設立文書

による。 
 資格停止については、次のような例がある。それぞれ、どのような考慮が背景にある

だろうか。 
 国連 憲章 19 条 
 米州機構（外務省サイト） 憲章 9 条 
 アフリカ連合（外務省サイト） 設立文書 30 条 
 EU（外務省サイト） EU 条約 7 条 
 国際原子力機関（外務省サイト） 規程 XII 条 7.C. 

 
 除名についてはどうか。 

 国連 憲章 6 条 
 国際復興開発銀行 国際復興開発銀行協定 6 条 2 節 

 
 
 4-2. 安全保障理事会による強制的措置 

 安全保障理事会が国連憲章第 7 章に基づいて制裁（具体例は左上の SANCTIONS タブか

ら）を行う場合、法的にはこれは「制裁」ではない、とする見解が有力に主張されてい

る。“The purpose of the enforcement action taken under Article 39 is not directly […] to give 
effect to the decision of the non-compliance with which constitutes a threat to, or breach of, the 
peace, but ‘to maintain or restore international peace and security.’”という理由である(Hans 
Kelsen, The Law of the United Nations, London, Stevens, 1950, p. 294)。どのように考えるべ

 
10 加藤新平『法哲学概論』（有斐閣、1976 年）368 頁。加藤が述べるとおり、sanction という語

には、「反対の、規範的に望ましい行為に対する良き反応、報償という意味においても用いられ

る」（369 頁）。というよりも、フランス語や英語の語源辞典を見れば判るが、むしろこちらの

方が本来の意味である。が、日本語の「制裁」は否定的な意味でのみ用いられる。 

http://www.oas.org/en/about/who_we_are.asp
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/latinamerica/kikan/oas.html
http://www.oas.org/dil/treaties_A-41_Charter_of_the_Organization_of_American_States.htm
http://www.au.int/en/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/oau/
https://au.int/en/constitutive-act
http://europa.eu/index_en.htm
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/eu/
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=OJ:C:2016:202:TOC
https://www.iaea.org/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/atom/iaea/
https://www.iaea.org/about/statute
http://pubdocs.worldbank.org/en/722361541184234501/IBRDArticlesOfAgreement-English.pdf
https://www.un.org/sc/suborg/en/sanctions/information
http://m.kulib.kyoto-u.ac.jp/webopac/BB00742061
http://m.kulib.kyoto-u.ac.jp/webopac/BB00742061
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きだろうか。たとえば、上述のエボラ関連決議 2177 (2014)は「制裁」だろうか。 
 

以上 


